
議案第３号 

 

   令和５年度美浦村国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

 

 令和５年度美浦村の国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定

めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２６,６７９千円を追加

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１,６８４,６７９千円とす

る。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正

後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和５年９月１２日提出 

 

美浦村長  中 島  栄   

 

９月２２日原案の通り議決 

 

美浦村議会議長  下 村  宏   



歳　入 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

 3 国庫支出金 1 35 36 

 1 国庫補助金 1 35 36 

 6 繰入金 210,189 120 210,309 

 1 他会計繰入金 137,535 120 137,655 

 7 繰越金 1 26,524 26,525 

 1 繰越金 1 26,524 26,525 

 歳　　入　　合　　計 1,658,000 26,679 1,684,679 

第　１　表　　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

款 項



歳　出 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

 1 総務費 48,986 △520 48,466 

 1 総務管理費 45,476 △520 44,956 

 2 保険給付費 1,090,493 960 1,091,453 

 4 出産育児諸費 5,043 960 6,003 

 6 基金積立金 1 24,256 24,257 

 1 基金積立金 1 24,256 24,257 

 8 諸支出金 2,831 1,983 4,814 

 2 繰出金 1 1,983 1,984 

 歳　　出　　合　　計 1,658,000 26,679 1,684,679 

款 項



１　総　括

　歳　入 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

 3 国庫支出金 1 35 36 

 6 繰入金 210,189 120 210,309 

 7 繰越金 1 26,524 26,525 

　　　　　歳　　入　　合　　計 1,658,000 26,679 1,684,679 

歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

款



歳　出 （単位：千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 1 総務費 48,986 △520 48,466 △520

 2 保険給付費 1,090,493 960 1,091,453 35 640 285

 6 基金積立金 1 24,256 24,257 24,256

 8 諸支出金 2,831 1,983 4,814 1,983

　歳　出　合　計 1,658,000 26,679 1,684,679 35 120 26,524

款 計補正前の額 補　正　額

補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　　定　　　財　　　源
一般財源



２　歳  入

(款)  3 国庫支出金 (項)  1 国庫補助金

 4 出産育児一時金補助金 0 35 35

　　　　　 計 1 35 36

(款)  6 繰入金 (項)  1 他会計繰入金

 1 一般会計繰入金 137,535 120 137,655

　　　　　 計 137,535 120 137,655

(款)  7 繰越金 (項)  1 繰越金

 1 国民健康保険事業繰越金 1 26,524 26,525

　　　　　 計 1 26,524 26,525

目 計補 正 前 の 額 補　　正　　額



（単位：千円）

金 額

 1 出産育児一時金補 35   5 出産育児一時金補助金 35

助金

 2 職員給与費等繰入 △520   5 職員給与費等繰入金 △520

金

 3 出産育児一時金繰 640   5 出産育児一時金繰入金 640

入金

 1 国民健康保険事業 26,524   5 一般被保険者分前年度繰越金 26,524

繰越金

節

区　　　分
説　　　　　明



３　歳  出

(款)  1 総務費 (項)  1 総務管理費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 1 一般管理費 44,660 △520 44,140 △520

　　　計 45,476 △520 44,956 △520

(款)  2 保険給付費 (項)  4 出産育児諸費

 1 出産育児一時金 5,040 960 6,000 35 640 285

　　　計 5,043 960 6,003 35 640 285

(款)  6 基金積立金 (項)  1 基金積立金

 1 支払準備基金積立金 1 24,256 24,257 24,256

　　　計 1 24,256 24,257 24,256

(款)  8 諸支出金 (項)  2 繰出金

 1 一般会計繰出金 1 1,983 1,984 1,983

　　　計 1 1,983 1,984 1,983

一 般 財 源
補 正 額 計補正前の額目

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源



（単位：千円）

 1 職員給与関係経費（国保費）        △520

 2 給料 △630  2 給料 △630

   2 一般職給

     1 一般職給

 3 職員手当等 110  3 職員手当等 110

   2 住居手当 △80

     1 住居手当

   3 通勤手当 △130

     3 通勤手当（一般職）

   5 時間外勤務手当 500

     1 時間外勤務手当

   9 期末手当 △100

     3 期末手当（一般職）

  10 勤勉手当 △20

     1 勤勉手当

  12 退職手当 △60

     3 退職手当負担金（一般職）

 2 出産育児一時金          960

18 負担金補助及び交 960 18 負担金補助及び交付金 960

付金    5 負担金

     5 出産育児一時金

 2 支払準備基金       24,256

24 積立金 24,256 24 積立金 24,256

  10 支払準備基金積立金

     1 支払準備基金積立金

 2 一般会計繰出金        1,983

27 繰出金 1,983 27 繰出金 1,983

  11 一般会計繰出金

     1 一般会計繰出金

節

説　　　　明
区 分 金 額



１．特　　別　　職

職員数
期末手当

報　　酬 給　　料 (千円) 地域手当
（人） 年間支給

（千円） （千円） 率(月分) （千円）

長　　等

議　　員

その他の
10 100

特 別 職

計 10 100

長　　等

議　　員

その他の
10 100

特 別 職

計 10 100

長　　等

議　　員

その他の

特 別 職

計

比
　
較

区     分

給 与 費 明 細 書

　　　　給　　　　　　与　　　　　　

補
正
後

補
正
前



共 済 費 合   計

寒冷地手 その他の 計
（千円） （千円）

当(千円) 手当(千円) （千円）

100 100

100 100

100 100

100 100

備　　　考

　　　　費



２．一　　般　　職
　（１） 　総　　括

　ア．会計年度任用職員以外の職員

給　　　　　　与　　　　　　費
職 員 数

報 酬 給 料 職 員 手 当

5
補 正 後

（ 1 ）
1,060 18,634 12,411

（人）

区 分

12,301
5

補 正 前
（ 1 ）

1,060 19,264

110比 較
（ ）

△ 630

補 正 後 244 220 1,300

時間外勤務
手      当

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当

比 較 △ 80 △ 130

補 正 前 324 350 800

500

職
員
手
当
の
内
訳

（人）

職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

補 正 後
（ ）

18,634 12,198

報 酬 給 料 職 員 手 当
区 分

5

5
補 正 前

（ ）
19,264

比 較
（ ）

△ 630

12,088

110

補 正 後 244 220 1,300

時間外勤務
手      当

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当職
員
手
当
の
内
訳 比 較 △ 80 △ 130 500

補 正 前 324 350 800



（単位：千円）

（　　）内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

（単位：千円）

（単位：千円）

（　　）内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

（単位：千円）

給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備　　　考
計

5,717 37,82232,105

32,625 5,717 38,342

△ 520 △ 520

備　　　考

432 4,072

日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職手当

3,602 2,541

2,601

△ 60

432 4,172

△ 100 △ 20

計

3,622

共 済 費 合 計 備　　　考

給　　　　　　与　　　　　　費

30,832 5,717 36,549

37,06931,352 5,717

△ 520 △ 520

3,959

備　　　考

432 3,859

日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職手当

3,602 2,541

3,622 2,601

△ 100 △ 20 △ 60

432



　イ．会計年度任用職員

時間外勤務
手      当

職
員
手
当
の
内
訳

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当

比 較

213補 正 前 1,060

比 較

補 正 後
（ 1 ）

1,060 213

区 分

給　　　　　　与　　　　　　費
職 員 数

報 酬 給 料 職 員 手 当
（人）

（ ）

補 正 後

補 正 前

（ ）

1



（単位：千円）

（　　）内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

（単位：千円）

備　　　考日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職手当

1,273 1,273

1,273

給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備　　　考

213

計

1,273

213



　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細（会計年度任用職員以外）

昇給に伴う増減分

区    分 増減額 増減事由別内訳

△ 630給       料 給与改定に伴う増減分

その他の増減分 △ 630

職 員 手 当 110 制度改正に伴う増減分

その他の増減分 110



（単位：千円）

職員数の異動状況（会計年度任用職員以外）
現に在職する　

　補正後
　補正前
  増　減
採用、退職の状況

会計間の異動

技能労務職
行政職

備　　　　考説　　　　　　明

行政職
技能労務職

退職者・新採用者差額

職員数 その他 計
5

特別昇給・昇格差額
人 人人 5

再任用職員 人
人

5 人
人

人
人

5

会計間異動の異動による差額 △ 630

人 人
採　用 退　職 計

その他 人

4 人
期末手当

勤勉手当

住居手当 △ 80
扶養手当

特殊勤務手当
通勤手当 △ 130

日直手当
時間外勤務手当 500

退職手当 △ 60
勤勉手当 △ 20
期末手当 △ 100
管理職手当



３． 給与及び手当の状況（会計年度任用職員以外）
　ア．職員一人当たりの給与 （単位：円）

　イ．初　　　任　　　給 （単位：円）

　ウ．等 級 別 職 員 数

大　学　卒

）

）

1
）

国の制度

平均年令 ３９歳１０月

区　　　分 行政職
行政職

高　校　卒 154,600 154,600

（ ）

）

40.0%
）

20.0%

）
1 20.0%

）

4
（ ）

3
（ ）（

（

計
（ ）（

（

7
（ ）（

）
1 20.0%

）
1

（ ）

2
（ ）（

（

令和５年１月１日現在

平均給料月額 309,080
令和５年９月１日現在 平均給与月額 348,953

区　　　　分 行 政 職

区　分
行政職

職員数（人） 構成比（％）級

平均年令 ３８歳　５月
平均給料月額 307,960

令和５年１月１日現在 平均給与月額 335,841

185,200 185,200

6
（ ）（

7
（

1 20.0%

）

4
（ ）（

5
（ ）（

令和５年９月１日現在
2

3
（ ）（

2
（ ）（

1
（ ）（

20.0%

）
5 100.0%

6
（ ）（

5
（ ）

）

）
1

）
2 40.0%

20.0%
）

1

）
5

計
（ ）（

100.0%



（級別の標準的な職務内容）
区分

　エ．昇　　　　給 

　オ．期末手当 ・ 勤勉手当

　カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

部長
一級 二級 三級 四級 五級 六級 七級

行
政
職

主事補、主事 困難な職務を
分掌する主事

主任、係長 困難な職務を
分掌する係
長、主査、主
任主査

困難な職務を
分掌する主任
主査、課長補
佐、課長

特に困難な職
務を分掌する
課長

区分 合計
代表的な職種

行政職

国 の 制 度
（

）（

（）

補

正

後

補

正

前

号給数別内訳 ２号給（人）

　号給（人）

４号給（人）

昇給に係る職員数 ( B )（人）

比　　率( B )／( A )　（％）

４号給（人）

有
4.40

）（

補 正 後
（ 1.150 ）（ 1.150 2.30 ）

区 分
支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の

級等による加算措置
備 考

６月（月分） １２月（月分） （月分）

６号給（人）

2.200 2.200

補 正 前
（ 1.150 ）（ 1.150 2.30 ）

有
2.200 2.200 4.40

その他の加算措置等

有
2.200 2.200 4.40
1.150 ）（ 1.150 2.30 ）

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

(3～45%加算)

備　考
（月分） （月分） （月分） （月分）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

区　　分
20年勤続の者 25年勤続の者

定年前早期退職特例措置
(2～20%加算)

35年勤続の者 最高限度

職員数 ( A )（人） 5 5
昇給に係る職員数 ( B )（人）

　号給（人）
８号給（人）

特別昇給に係る職員数（人）
職員数 ( A )（人） 5 5

号給数別内訳 ２号給（人）

特別昇給に係る職員数（人）

６号給（人）
８号給（人）

比　　率( B )／( A )　（％）



　キ．地域手当

　ク． 特 殊 勤 務 手 当

　ケ．そ の 他 の 手 当

代表的な職種
全職種区　　　分

支給率（%） 0
支給対象職員数（人） 0

支給対象地域 無

国の指定基準に基づく支給率（%）

区　　分
扶 養 手 当

税　務　職 保　健　職 保育士職 運転手職

差異の内容

支給対象職員の比率（％）
代表的な特殊勤務手当の名称

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0給料総額に対する比率（％）

同
同
同

住 居 手 当
通 勤 手 当

国　の　制　度　と　の　異　同
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